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「三田学会雑誌j 67卷10号 （1974年10月）

しているのだし，同時に'それは，独占資本主義が生産力の発展に対する決定的な極梢であることの 

もっとも劇的な告白なのでもる。

. さて，帝国主義戦争とC、う形での矛盾の爆発は，-Hitでは諸矛盾の一時的部分的緩和，調節をも 

たらす，h 同時に他® では諸矛盾をH i 深化させ る̂。まず，戦争の結果として作り出される各国の 

新たな勢力範囲は, 一*応寧商の各国の軍事力ニ政治力に相応したもの't?あり，諸国間の力の不均衡- 

めかかる-^ 時的な調艘のうえに軟後の資本主義各の新たな発展が準傭されるのだが, 実は,この 

資本主義各国の経済発展はそれが独占資本主義であもかぎり,再び戦争への同じ道をたぢらざるを 

えないだ!^でなく，力による調整は. 敗戦帝S 主義の潜在的な生産力■対し' 相応、b  くないような 

勢力範回の限定を強制するため,’かえってその対外膨張欲求をとくに娥烈，なものとさせ,の戦争 

ぺの過程に■柏きをかけることになるのである 

帝国主義戦争による国内矛盾の決」—— 軍需を起因とする生ま拡大•雇用拡大と軍隊への動 

具とによる労働力過剰の解消,;「祖国防衛J イデオロギ一によ，る階級对抗の後和解I肖一もまた一時 

的にすぎない。全面戦争め拡大はそ'の生要な人的担い手たる労働者農民大衆に大量り死，負傷そ 

してきびしい耐乏生活を強制してい'くし，軌争の終結は，戦勝国't!、は過剰生産，取戦a では過小生 

産のも.とでの大量失業と耐乏を労働者陪級に余儀なぐさせる。労働者階級はIIからにとって無意味

なこの戦#^への参加を通じ、て，独占資本主義体制の‘反社会的性格を学び,‘階級的自覚を深めていく，
, ' • ■ - ■■■ •

最後に, 帝ffl主義戦争‘は, 一国社会主義苹命ゃ植民地♦ 半植民地の民族解放革★の成功の条件と

なる一ロシア.における恭命は, イギリスグループとドイツ 5̂01̂ — プの死活の闘争が継続していた 
， (47) .

ゆえに• , 時をかせぐことができ，その芽をづみとられるととなく成功しえたし, 第；;!次大戦を契機 

とした植民地.半植民地の民族解放も，支配者側の分裂，抗争を利用レ戦争遂行のためめ植民地 

支配体制のゆるみに乗じて成功しえた側面が大きい一V このように帝国主義® 間戦争は,独占資 

本主義に対立する社会主義国際勢力の確立発展に寄与し（体制間矛盾の登.場，拡大)，:独占資本主義体 

制の危機をさらに深めるよう作用す.るのである。 ： ' ‘

かくして, 独占資本主義の第I v n 期における矛盾の展開は，もはや国内矛盾を容易に国外に転 

化しえない時代,しかも国際的矛盾を帝国主義戦承という形で爆発させることが資本主義の全体制 

にとって.命とりf cなるだろうよう‘な時代（ニ第DI期）をもたらしたのである。第 ffl.期におゆる独占資 

本主義は，それゆえ内矛盾をて、きるだけ国内で他理調盤し, かつ国際矛盾の^ 1発をチ防する:機構 

と諸政策を必要としてくる。 (これこそ第二次大戦後の国家独占資本主義の姿である。） ..

■ ■ ， ‘‘ (择済学就教授) ‘

注 (47) 1D18年11月にレ-^二ンは次のよラに浦説L：T いる0 1'十月舉命後わー {̂̂ 酣られわれ；̂1生きぬくととができたのは , 

11際帝 l i 主義がニやの強盗クル * - プ—— イギリス人= ヌ 9 ンネ人ニアメリ人のグループと,ドイジ人のグループと 

に分数して，，こ€ •南グループが死 !̂ Hしていて, われわれにかまぅていられなかったおかげセもる。J びレーグノ全集J

大月毅0 版，雄2:8巻, 159K) ' ■ ■
, , . - .  ' - ， . . . ，. . . ,
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寡 占 と 中 小 企 業 競 # * の 理 論 構 造 ( m
..-■ .. . ■■. 

一一同部門内の寡占と非寡占 (製粉業)—

I 間題の所在

1. 同一部門内の域占と非寡占 

, 2 . 本稿の練-題と意0  

U ,核と周 S の共存する市場構造

1 . 核 と 周 辺 の 措 定

2 . 基 礎 的 諸 条 件 製 粉 業 の 特 質 ニ

3 . 市 場 集 中 廣 .

D I 核と周辺の形成，再編過程 

ユ. 麼史t o 程 

‘ 2. 集中促進盤因と集中制約要因
' 3 . 集中連動の具体的形®

佐 . 藤 芳 雄

I V 核と周辺の鏡争局面

1 . 販売経！̂と価格差
2. *■安売り競争J

3. r系列化 J と * : ラ場J 

Y 核と周辺の協調局面

1. 協調と分裂 ,

% グループ別行勤*業界0 体組織 

V I 部分寡占プライス，，リーダーシップの態様

1 . 核と周辺の価格•生産量の決

2 . 粉価改訂劇の》 .

a 部分寡占プライス. リーダーシタプのifl结

Vfl結 .語

， I 問 題 の 所 在  ‘

1. 同一部門内の寡占と非寡占

われわれは基本的に，現代寡占経済体制の一局® として，非:寡占セグターでる中小企業の問題 

性を位置づけ, 寡ポ体が★配と鋳争を通じて, 非寡占セクタ~ をたえず分解させ，甚編成し,しか 

も寡占体の成長，蓄積の有力な扼(泉どして, 非黨占セクタ一を直接，間接に利用するという諸-関係 

を解明するための理論的プレーム• ワ一ク梢築を志向している。そ.こやは, . r問題J としての中小
• , . . . I. ■

企業を-^義的に「被支配層J として設定することなく，即良的にはr饒争する丄中小企業を設定し 

それらが今日の大企業体制のもとで，いかなる論理. メカニズム，譜局面を通して「被支配丄狀況 

においとまれ^るかを解明する, という方法がとられた。

さらに， r関係J 自体の多様性と疲動性を十分考慮にいれうゥ，襄占にたいしで非寡占‘中小企

業が競争☆いどみ，か'^その競争が従属に变容する諧局面を，断面的ないし静態的に^ 理すふかこ、

ちで，•寡占と中小金業の関速諸局面力く般的お措定された。その第- ^め局面が, r同一産業部H 内 , 

における黨tiiと非黨占との関係J 鳥面でもる。 ' ■

，-―~ ~ 1A^k96 1)— •
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■ 「三in学会雑誌J 6?卷10号 （1974觸0ガ）

そこではさらにつぎの三つの副次局® が措定された。

( a ) 両者が[t接的競争闕係にるぱJbい。（淘汰•駆逐の方向） .

( b ) . 各グル-*プとして商者が相当程度の相互依存♦共存開係にるばあい。 ト時的ないし長期 

に わ たネ雨グループの協調関係） '

• ( C ) 両者が直接的支配‘従属関係にホ)るばあい。（「包括的下請J 関係)

いずれも同一 産̂業内に鼓占と非寡占が共存し，鶴争し, 競争関係の内容に一^定の寡占体制特有の 

変化が生じる局面の問題である。その競争関係の変容の焦点として, つぎの諸点をあげた。

( 1 ) 寡占的相互依存性をもっ寡占企業グループは共同利潤極大イヒ政策に同意する傾向があるが, 

競争的周辺グル• - プは相互依存性を欠き，各自独立の価格 • 生産量政策を追求する傾向をもつ。

( 2 ) 支配的売手グループは，競争的周辺グル厂プを，一定の制限されや:市場占有率，ないしはと 

もかくも倉、速には取大しない市場古右率にr封じこめるJ 政策にはしる。

( 3 ) 寡 占 的 r核J を形成する支配的企業は， •■部分寡占J プライス，リーダーとして，自己の平 

均費用を上まわり，非効率的な周辺企業の平均費用に等しい価格を設定する^ ^能 1̂ が厳  <  なる。

( 4 ) 競争的周辺企業は，まさにその非効率性のゆえに，寡占の r雨傘J のもとに温存される傾向 

がある。競争的周辺の温存は，寡占的核による超過利潤取得の一*種の根拠となる。
' ■ t . ■/ . ^

( 5 ) 同…*部r*i内の寡占と非寡占の複雑な競争，協調関係をより現実的に考參することによって， 

「部分寡占におけるプライス . リk ダーシップJ の間題の想論的深化をめ*ざすととができるであろ

ぅ。 ： .，，'’ . . . \

〔以上，拙 稿 「寡占と中小企業競争の理論構造（I ) 」（『三田商学研究j w 巻 4 号所載) 参照:）

...■ . . . ， - '

2. 本稿の課題と意図

われわれの意因するf■寡占と中小企業競争の理論J は，いわぱ机上の抽象理論とは異なる。対象 

となる問題は多分に現実的なものであり， /■理論J は，その現実分析のうえにのみ構築され，また 

現実分祈によって検証されなけれぱならない。 ，

本稿は，「製粉業J の産業組織分析によって, 「同一部門内の黨占と非寡占J の関係の現実的檢誕

をめざすものである。

製粉業は, 大 ♦ 中小企業を問わず， T小表粉J という本来同質的商品を生産する製造業であり, ， 

r同一部門内に綴おと非露占J が共存し，力、つ大量の小零細企業が淘汰され，寒占的核と競争的/ 

辺が平和共存 ’ 協調関係に妬斜しつつある典型的な業種である。 しかもこの事実は,時期のずれは 

あるが, R本とアメリカ合缴f f lとでかな？) 共通したもので：ある：その意味で，同一部門内の戴古と 

非露占の関係局而の梭証として*■製粉業J 'をとりあげるが，本稿ではできるかぎりこの局Mにかか 

わる理論ないしモデルの一般的梭射をめざしたい。 , . ,

— 146( 962 ) —

寒占と中小企業競争め理論構造 (n )
(l) '

したがって, 本稿は，製粉業の産業組織分;Tfではない。また製粉業をも力て「同一部Pヨ内の寒 

と非寒占」の関係をすべで代表させる意図はない。他業種，他分野でのこの局面の爐様の差舆も十 

セ考慮しているものでる。 .

なお本稿における「現実検証」は，部分裳占プライス，リ- •ダーシップ問題に収赦するかたちで, 

.整理する。

H 核と肩辺の共存する市場構造

: ■ ; . .... . : ■ '

1 . 核と周辺の'措定

最近時点で製粉業の企業数は221である。最大企業（日清盤粉) のシェア（生産量) は 3 3 .9 % ,激 ’ 

2 位企業（日本製粉）22. 4% , '第 3 位 (©和ま業）8 . 0 % ,第 4 位 （日東製粉) 4 . 2 % ,以J l の©大製粉 

梁糖シュアは . 5% である。最大 2 社は全I s市場 企 業 であり，' 、シ ェマ のケタのちがうつぎウ2 社は 

地域市場企業ながら，昭和ほ総合的食品産業(製粉比重22%程度)， 日東は三菱商事を総代理店とする 

戦前からの太企業である。 こめ四大製粉を「嵩占核」と措定でき(る。

これにつぐ☆ 業はシュアが1 % 台となり，核との格差が顕著でる。 1 % 台から0 .5  % のシェア 

をもつ業界の中堅企業グループ20社殺度（地域市場企業）を周辺A とし,さらに残りの小零細金業 

(地方市場企業約加o m 群を周辺B と,措定する。A とB の差異は，J ：場能力規模 * tfJ場魄回，業界組 

.織にある。 - , , -.

各グループのシェアは，概略 , 「核」7 0 % ,周辺A 2 0 % ,扇辺B 1 0 % である。

リ、
製粉業(小爱粉),は公取の市場類型分類't V 総合類型ニニ極集中聖，静態類型ニ中位型に属する。

ニ極集ポ型（企業教40以上, 上位1〜4社の集中度が高くそれ以下の企業との格差大）というぱあい，いわ 

ぱ 「上極/ への集中度をどの程度とみるかである力'i,寡占型〔n 〕で4 社累積集中度75 %以上，競 

« 〔 I X で10社累積策中度約50%以上とあること, また製粉業企業数22 1 (公取わ分類時点昭和41■

年には40 2 )で 4 社累積集中度約70%がらじて，多 分 に 「上極J の重い rニ極集中型J といえる。 ’
.

J '.  S . ベインはアメリ力の製粉寒(flourmillingf industry)を 「低位集中」 .，(low concentration).の'代表-' 

としてげている（最大4 社35%以卞，最大8社45%以下の力テゴリ~ ) 。しかしそこでは生摩能力シ：n

注（1 ) 製粉業のま業組織分析にっいては， 藤公一ほとの共同研究の成を発ましている。佐藤- 雄.併藤公一r製粉業J 
(日本の産業組織1 8 .『牟刊中央公論• 释哲問題』昭和49律H 華号)。本搞はこの共同研究の成̂ ^から, 纸者が独自>こ, 
上記の意Hiにそって？M l !したものである。 '

( 2 ) ，このシ :Cア(直は, 日経産梁新■昭 4 8 , 10. 3 0 によゥでいる。 ,

(3) 公IE収弓I委員会2jf務简編r日本のg 業後中一昭和38-̂ 41ィP•— ポ序経済，昭44。なぉ:!極傷中に属する業都とし 

て，づタ一, .粉乳- チロコレート‘ 3 a プ, 说ちゆう, ハム‘ ソ" セニジ, 飲牛乳 ,:?Xまがん鶴，しょう油の★料 

，嘯 iと，Iお動1|1タイヤ. チューブ，合成洗剤，ビタミシ剂，ゴム庇布靴，の消を*e財，合成染料，印刷インキ，織機， 

鋼紙尿素樹《に刚 Wと孔ぱね.ボル fぷの>ト問‘ '11鹿財があげられている《 '

147 (職 )



表 1 金業数と:!:場数

企 業 数 计 2 2 1 2 5 4  ，

2 1 5 同 : C 場  2 1 5

ね 份  2 0 6 \

w m : 圾  9 /

. 6 i ^ l T ^  3 9

毅 粉 . 2 5 \

' W M  w j

> , ' ■ - 0 ® l i  份  1 6 1

0 本 製 粉  1 1

昭 和 ま 览 . 4

\  ' 日 本 裂 份  3

. 树 * m ! 傲 3
! '

j m m y  z j

図 1 小ま粉消費置の推移と製^^ェ巧数の推移

3 0 k g
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( 4 )  '

ァが採用されており，生産集中度基準と異なを。

以上，もらかじめ製粉業の核と周辺の概略と，同一*部 

【"3内の黨占と非寡占め併存の典盤としての製粉業を確認 

しておく。

2. i 礎的諸条件一製粉業の特货ー

(a)，品産業は各国で巨大な産業であり，わが国でも 

!旧禾li43年まで、出荷額で第'1位規模(全製造業の11.4% )で

あったが，45年, 1 次金属（鉄•非鉄)，電気機盤，輸送.
■ , - _ -

用機器に.つ,いで第，4:位 （10.4%〉規摸ま業となっている,。.法，t?s和49.年3月51在，'製粉振典会ぽベ.. 

食料品製造業に占める製粉業出荷額ぽ成 

比は, 小麦粉需要,'ないし小麦粉加工食.

品需要の低成長，停滞を反映して，昭和 

30年9.0%* 35年 6.6%, 45年の 3.0% へ 

と低下している（エ業統許表)。

日本人1 人年間平均小表粉消費量は現 

在 31kg程! で，戦後昭和25年 20. 3kg,

35^-26.1kg, 40年で、ほぼ30 k gとなり左)

とは微增にとどきっている（圓1)。アメ 

リ力のそれは，1950年61.1kg, 70年50.3 

kざと減少している。 .

パン食普及などの食生活向上のなかセ,

穀媒中例外的に所得弾性プラスでる小 

ま粉需要，消費は，総体としてすでに高 

'原狀態’（plateau)に逮しており， ァメリ 

■力の倾向などから,カロリ一源として脂 

♦3!由質に急速にかわられつつある。ま 

た粉食の定着などからして,小爱粉の価 

格彌カ性は小さいとみてよい。

(b)原料小麦を粉條しT 小-It粉とふす

— 小あ粉 1 人当*)消め量 

+ 小爱粉総消费a  
•— 裂粉工場数

'ト麦すi h 人当

9 20
ん1いi'.M)

注 小 ま 粉 総 び i如 ！:は小あ粉総5)̂報藍でまれ:注 小 麦 粉 段 :'び慣世は ' J、あW秘 iEPJiffi.レの。 ‘ . ,,
.....................  出 所 t i m r 统3i部 報 J各 ギ 版 7襄林统f け/ゴふゾ料海乾rも'J

ま にみるい分ける。>1、爱ねの劍合(#窗り)は一‘躲製粉で75…80 % であるぃ各小麦粉に^含まれをグル 

4 ) J*8*Bain, Industrial OrganiMtiortsfpp. 143^144. ' ’

，— 148( 964 ) ~~一

寡占と中小金業鏡争の論構造(.11)
- ~ ：~ ^ ~ ~ ~ ~

チン（特殊な蛋白質て伽水すると粘らを生ずる）の質と量の 

差異で強力粉 (パン用ト準強力 • 中力粉 (パン • めか〉, 1 >  

薄力粉（ケ•^キ，ビスケット）の糖類がもる。 ますこ粉の色 

相や灰分，蛋白量の純度によって等級にわけられる。步 50^0 

留りをあげ，かつ各ぎ類，等級に粉をとりわけ均質化す 

る技術が重要である。

(c)わが国の小ま自給率は，昭和35年の39 %から47年

図 2 小麦の政府買入‘売渡伽格の推移 

■ • . 7 2 , 5 6 0

4 0 , 0 0 0

n

3 0 ,t w o

W

喊 ( 2 お i  3 等 ) K 入 価 格  

同 上 内 ま 先 渡 価 格 ’

- — ■ 外 爱 ぐ ク i ス 夕 シ ホ ウ イ ト 小 麦 ） 

買 入 恼 格  

同 上 外 ま 売 渡 価 格

め 5 % にまで激減している& 輸入小爱の半分強はアメリ2aoo』-
R

力力、ら，あとはカナダとオーストラリアからのものでもloiooo
Rも •

' 0  し _  _

小麦は実質的に政府（食糧ねの全面統制T にもる。国 |2^272931^3 35 37383940 41424344 45 464748 

'内摩小麦の政府買入I®格，小まの政府売渡俩‘格 と も 食 糧 - 出所食舶•■食糧營理統計年報J各年Kよ縦し作成。

管理法にもとづく算定方式' 決められる。内麦の買入価格は逐年上昇し，売渡価格は横ぱい状態を

しめしてきた（図2)。 / . \
. ■  • .. . . ■

統制下にもる製粉業はきわめて複# な諸制度'をふくむ。政府の原料小麦売却ほ, 割当制による。 

政府は四,半期別に売却総量を決め,，各製粉工場は能力（最近まで能力割ゆ％) と実績（同実填割80%) 

で 「買取り粋」が決められる。まfこいまはr本庁枠J (原麦運賞：！:場:W担)-^本になっているが,昭和 

:27年の委託加工制から賀取加:£制への移行後，昭和46年まで，政府力’;運貧を負担する•■事務所枠J 

が中小工場保護の意味で存続,した。さらに，飼料需要に応ず令べぐ*;ふすまJ 増産のための「飼料 

小麦加工專門：！:場_} 「ふすま増産工場J の制度があり，また最近まで’[学校給食用小爱粉J め食糧 

'庁による委託加工方式があった。これら3 糖のいわば特殊製粉工場や' き'る小爱粉鱼は全体の18% 

'程度でもったが，それ以外は「一般製粉工場」で製粉されてきた。 >

(d)製粉業は原料である小麦を全面的統制のもとにおかれ，生産ざれた小宏粉の販売は自由競争 

忆まかさK るという，片肺飛行の産業である。しかも.『核丄と「周辺」が同じ小表粉を作り,それ 

は競争的周辺をともな:った特異な寡占塵業である。統制にまつわる複雑な,政策*、制度は,製粉業の 

市場稱造や市場行励に一貫した彫響をあたえている。 ’

中小企業問題の視点からする製粉業のきわだった現象は, 小零細企築の大量狗汰である（図1 ，
■ '..... • •.

ま 2 )。それは外安依存高度化による规摸め経済挫の作用の強化とならんで, 昭和 4 1年以降は，業 

得ならびに政策^ 局め協調による，近代化，構造改善政策の帰結である。：

3* ホ 場 集 中 度 .

ズa ) もらかじめ媒粉業の金業数* ：« 数の関速をまとめておけぱ表1 のようになる。また工場能

 149 V. 965 ) V~ .：

す ホ ^ 御 ^ ^ ^ ^ 激 ^ ^ ^ 糊 か Pな紋: 柳 が 跡 '^湖 ぐ
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寡占と中小企 業 競 争 の 理 爐 為 f n )

I

I S I ( 9 6 7 )

「さ IB学会雑誌」 67卷 10号 （1974年10月）

カ媒模別の工場数，生 産 • 生 産能力シュア，生 産 増 加 率 ，採業 率 ，従 業 員 数 の 推 移 を 表 3 に一括し

てぉく。 .
( b ) 表 2 , 図 3 , 表 4 をふくめて , 製粉業の市場集中度をまとめておこう 。'

表 2 生 ま 集 中 度 ，企 業 数 ♦ 工場数の推移

l i t 2it 3 'tt 5 t t ]0社 企業数 工場数

昭和12 34.6 64.9 71*7. 一 - 約700 一

24 20.6 36.5 40.3 44.6 48.6 i，j3,500 - ■
25 18.7 一 38.8 42.6 47.8 - 3,094
27 24.0 - 50.9 55.0 59.7 一 1,302
29 27.9 ー 54.4 60.0 65.3 - 1,304
30 - - 54,7 60.7 66.4 - 1,255
31 28.0 一 54.8 60.6 66,4 - 1,081
32 ニ 一 56*3 62.5 68.8 - 800
33 28.0 49,6 53.9 59'8 66,4 — 782
34 - - 56.5 62.6 69 ..3 - .703
35 30.8 53:4 60.3 67.3 73.9 - 622
36_ 一 — 59.6 C6.0 72.5 一 - 559
37： 30:3 ； 53.8 60.2. 66.3 72.8 一 535
38 29,5 52.7 57.1 63.3 70.1 - 514
39 29.3 53.2 57.5 63.1. 69:5、 ^=415 487
40 28.8 52.0 57.5 63.3 70.2 423 471
41 29.0 48.8 56.9 62.6 70.3 *402 480
42 (28.2) 49.1 56.4 61.7 68.6 436 460
43 (28.9) 50*3 56.3 61.6 68.7 水334 425
44 (31.O) 52.5 57.1 62.4 69.4 300 381
45 (32.3) 54.6 57.9 63.6 70.9 H：240 346
46 — - - - 一 265 ' 一

47 一 - 一
一

一 256 -
48 33.9 56:3 64.3 . 一 - - - -
49 - 一 " ■ - 221 254

m 所 . ① 公 i i- :収 >ル ® " な の f t • 资 料

， ’ ② 食 ■ ' s m X M i i i よ び 簡 料 小 を 加 工 ミ V I T O f e ' i l だi S 說 1ら f r ' ^ K  
. ③ ミ W な n i 本 (こ お け る 小 を の -;f j i j  

④ ‘I S f r - iよ， ’ I  け } ; 折  Itti B；{ 4 8 . 1 0 .  3 0 . 

m ①（ り!'lia.97.2.7'より。
‘ ， ② 企 * 数 爛 の ' れ i'-詞 ぺ 《出 所 に ® げ た 資 料 ） そ れ 以 外 は . ，

. 「全 粉 W W f t S j  I こ よ ろ 。

- .  ' ③ 工 場 数 は わ }ドi 與 会 調 べ 3  " 3 1 U J f J l f t の & ギ を -;T r | - „  ，

( j ) - は 使 川 し た な 料 か ら は 不 明 を r r ;す 。

図 3 累積、集 中 度 （1 社，3 社，5 社 , 10社） の推移

30 l i t
20

10
明fli24 25 26'27 28 29 30'31 32 33 34 35 36 37 3839 40 41 42 43 44 45 48

— r 150( 96 6 )

戦前昭和12年 （企業数約700) の生産： 

集中度（職;!;:数5人以上の工場の生ま実績 

を基# に推計）は, 上位 2 社 （日清.日 

粉）6 4 . 9 % ,上位 4 社7 7 .2%であった。, 

戦後すぐは愈糧難 '• 委託加:！:制のため 

中小零細工場が群生し昭和24年 , 企. 

業翁数約 3 ,5 0 0 ,生産量は同12年のと 

倍, 上位企業のシアは低下した。昭 

和27年 4 月 , 原料貿取引加工制の実施. 

が実質的な戦後製粉業のスタートであ. 

る。 これによって戦後群生レた弱小:E- 

場はまさに劇的に, 年の間に6 割余- 

が消減した ( 0 1 )。 .

上位 10社 限 定 し て み る 。 ①四大製 . 
粉の順位 は 昭 和 24年以後変化がない。 

② ー 貫 し て 日 清 • 日 粉 と 昭 和 . 日東の， 

格 差 が 大 き い が ,四 大 製 粉 と そ れ 以 下  

の企業との格差が顕著である。 ③日清 

，日粉は27〜33年 頃 ま で シ ;n アを拡大 

し 2 社 50% を越え , その後 44年以後の ’ 

シェア拡大が目立つ。 ④日淸と日粉の 

シェア格差拡大は 40年以後で若千自立 

っている。 ⑤ 四 大 製 粉 に つ ぐ 6 社につ 

いて , 3 3年 と 4 0年 で 大 製 粉 （34年，

日粉と合併）のあとに日穀製粉が入った 

仏、 以 後 6 社の顔ぶれには変化がない々 ‘ 
シ ェ ア 格 差 も 1 % 以 内で， 6 社 合 計 ，ン 

X ケは 3り年代前半上界，後半停滞 , 40年 

代 に 入 ってわずかずつ上昇傾向にある -.
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r兰旧学会雑誌J 67巻10号d 974年10月）

十大製粉i i外の企業のシュアについて，①表3 から, 日産能力100 'トン以上の中小企藥群のシェ 

アは30年以降--貫してわずかずつ上昇している。② 1 0 0トン未満の小ぎ細企業群のシ:n アは，企業 

の大量淘汰もあって著しい低下傾向にfcる.（33年24%，47^6.2%)。 またこの層の征操業度ももって，

生産能力シ ;t プと生産シ :C プのギヤップが大きい。 '

( C ) 以上 , ニ大製粉で過♦ のシュアを占めてから，力タツムリの歩みで大手への集中ゆ進行し，. 

力、つ膨★ な小，細企業の整理渐汰が急速に進展してぃる「核」と 「周辺J が共#する市場構造を 

ひとまず即i 的にみたが , っぎに核と周辺の形成 , ™ ^ ^ リ

. 1 核と周边の揪成，再編過程

r .. . ■ '

1. 歴史的過程

製粉業の核と周辺は, 近代製粉である機械製粉の導入，• 確立とともにその原型が形成された。日 

清 ‘ 日露戦争時の軍需用パン生産の増大，輸入粉の魚増を契機に多数の機械製粉企業の設立をみる。 

パン用にむく外麦も割安に入るようになり「機械粉J ほ品質，価格の®で輸入粉に対抗できるよう

になり， 在来製粉の機械製粉への鮮換もあって, 明治40年頃には, . 機械粉の生産量は, 在来粉，輸, . ■■ ' - . . . ' , ,■■■
入粉の量をともに凌駕するにぃたった。日露戦争後の反動恐慌は拡大した能力をたちまち過剰化し，

. . . . . . .  - .  . . . . . '
企業集中とヵルチル結成をみる。集中は主に日粉と日清の両社にょっ^ ^ ^ ^

製粉支配体制の基礎が集かれた。 -
' C .

第 1次大戦中の/J、麦粉輸出急増とt 米騒動を起こした食糧価格襄i腾で，製粉在業の経営は好転し， 

設傭拡大, 小ぎ細企業の参入が盛んとなる。この時期およびつぎの不況期を威じて，日粉は主に中 

小め合併により，日清は主に内部拡大によってシェアを高め，機械製粉における2 社能力シi アは>

大正 3 年の3 7 , 5 % から同1 0 年の5 8 . 3 % に，さらに昭和3 年には6 2 % まで高められた。すやに大I E 期
. .  ■ , . . . . . ■ . . . . :..-.

に, 日清，日粉を中核とし, 東皿，増旧, : 松本（日東)，名古屋等の数社が中企業として存在しそ 

の他は主に内寒産地にちる在来的な多くの群小製粉とぃう市場機造が形成されでぃったのである。 ■ 

この時期，すでに外麦への依存度が高まり，大型鶴海工場が大ギ企業によって建設された。 ’

大JH15年〜昭和3 年までのi l 内を座限定操短カルチルが全国7 社によって結ばれ，他方, 中国 ‘ 

関來州への輸出と外麦輸入増加が大手製粉と財御商社を結びつけてぃく。さらr 昭和5 牟，製粉服 

売組合とぃう名めシンジケート力' ; , 旧清，日粉，三井物産によって組織され,若中の中小製粉も追 

随加盟レた。この時期, 昭和産業のITf規参入があった。

昭和14年以降, 外爱は割当制, 内麦は貿上制* 割当制，小爱粉価格も統制となり，やがて配給制 

となり，17银の食管法によって，企業-盤備, 終戦間近には爱類は政府による委託加工制となって,

戦後の★ 糧難時代へとつながる。 •
... . . . . . ■ - . - . . . . ：- 

’ . — 152(963) - —

寡占と中小企業鼓争の理输構造(H)
■ •

製粉業の歷史的構造遣産は，近代製粉の確立期が即独占形成期であったとと(明治大正期の大エ 

業)，，すでにそのときr核と周辺j の原型の成立をみていること，寡占的核を中ムに競争制限.協 

調行動を堂々と行なった実績をもつこ.と, そして瑰在まで40年に近い統制の経験をつづけていると 

とである。 •

なお戦後すぐに，食糧難，參託加工制，他のrJk業機会の欠如から中小，細製粉が群生した力•〜，27

年原麦貿取加工制によって，①原麦買取資金その他運転資金の急膨張, ②品質鏡争,身質粉製粉技

術，③販売力 , 販売まの整備の要から，過半の弱小工場が消滅し , 時的に異常繁殖した「周辺J  

は- ^ 旦整理された。 . *

. - , . ■  ,

2. 集中促進要因と集中制約要因 ‘

» 促進要因の基本的かつ最有力な要因は *■規模の経済性 J である。

製粉は一種の装置エ秉であり，ニ場1 ミル単位,，規模尺虔は日廣原麦処理能力（トン).で考える。 

稿々のデータから, 2 0 0トン規模がミルの工学的適!]̂規模である。ただしその複数ミル工場の規模 

の経済性が大きく働く。原麦の糖類，小麦粉の糖類による切換えコストが節約されるからであり, 

とくにわが国では銘柄数が多く, また# 麦依存が高いことが理由である。最征2 ミルが望ましいと 

され，日清鶴見:！:場の6 ミルが最大である。工場提摸の経済性の作用によって,工場規摸別労働生 

産性の格差が顕著であり，原麦統制という梓がなければ生産集中ははるかに倉速に進行したと思わ 

れる。..：： . • ，’ ■'レ

金業規模の経済性はさらに重要な意味をもつ。日淸(1カ; 日粉（11) とい〉多数工場の:li大艘粉 

は, 工場の全地域的配置によって全国の，要に応じる全国市場national market企業であり，昭 

和 .日東以下の大中企業の塊域市場regional market企業, さらに小零細の地方市接local market 

企業と峻別される。大きの多数:！:填制は，工場間の生産分業体制, 総合的販売網整傭,原麦工場 

間調整，技術，市場開発ガ，それらの結果としてめ製品差別化（有名プランド化）の★利性をもたら 

す。 '....， ' ...-.， 二； .....

(b)集中制約要因として, 一般的には市場の分散性，需要の多辕性があげられそうである。たし 

かに国内で小表がかなり，生库されていた.時代には爱崖地に製粉工場を立地することの必耍性も有利 

性もあったレ'しかし外麦依存度の急上昇，30年代に入ての大口需要家==大手::i次加工業者の急成 

長によって，山工場ニ.中小，細工場は決定的に不利になり，海エ填の有利性が箸しくなった。

一般に賃金水準のi s 位な製粉業で, 企業廣摸別貧☆ 格差，地域別貧金格差があり，これが中小勉 

粉の--蒋立条件となってきや:。 ’ .

举中P 直線的進行を胆止し, 中小の存続を許してきた最大の制約要因は, 原爱の統制*割当とい 

う政策そのものせある。買]taifiエ制への移行後, はじめの能力割中心の割当から虔績i j 中心に移っ

153( 969) —



h jホ ，j y 粉 に よ る 觉 號 跋 '变 ，合 W  

ギ 度 会 ぉ : 名 m m  

34  大 ’阪  m  粉 ，' 0 .7 5 '
■►'Oifr:の;X:I«T-••め

3 5 じI 水 裂 粉 m  ®  0 .0 1
" 'ね ’ 椅 商  /iV 0 .0 5

38  飛 :II い;Irt!粉 製 ®  所  0 .0 0 5 ,
3 9 池 I I ! な 品 エ 業 《̂ ) 0 .08

( 4 1 城 ’ 北 ェ 業 0 . 0 4 〉

39

0 朴. t, く資本金〉 
(億 P J〉 

ll)(!M5-ytj>：r：a f t «  0.01
nVi'fr 公:il::3IV，引要H 合 .f公;IE収 ;31 

ま?11会-年次'報ィ』ゴ- J . .  3 4 ,  3 5 ,  

3 6 ,  3 7 ,  3 8 ,  -40'|こ版 
n 本製オ分70ギ史

表 5 日清， 日粉，昭 和 3 社 

【こよる主な買収，合併

(43'ギ族，48iji族 )（トシ当り，PJ〉

43 lie (43年 7 月より） イ8 年 族

一般製粉；n 
(同倉〉'.

内外爱
包装

(pijft)

①近代化基金 

⑦パン対饿贤

③生ま奨励-金

④同倉加霖

20
園で
133
25

178 一ぬ，.
敷ね

内外変

域

①近代化 

.2•ぶ金 20*1 
③ 生 座 60 

奨励を40 J

ノ くラ (①〜④m + パラ加算303

パラ
① 40、

170
@  130J一^製粉用

包装

ノ<ラ
①+ ® + ③ 153 
①+ ②+ ③+ パラ加.J): 278

举增奄用典 

通 枠 H ‘ P m  ■
：a 装 300 wmw

教1ざ川

パラ ① 110 

① 110メ<ラ 425- ■

m 虚 用  

jr. A . Q
外を 

F .んQ
包装

パラ

0
125

M.4 -

W 營 川

外ま 

M.4'
包裝

パラ

340
465

H. W 
W -管 ill

外変 

H . W

包装 350
475

( 1 ) パ ン P i ' t i iやI は ,  ' 夕i• 麦 値 上 げ じ と も な う パ ン 価 f e ゆ : 上 け 抑 ;t im , '  以 i w r u i p i

i H i c て ら i U こ か , .そ の 後 は {/わ と さ 'れ て い .ろ 。

(2> 生ホ£もおゆ企( i がめ裁ほ ' こr i* • う旧内ホの生凍 .ホ?励金

(3)  M f t t e J ) : とは， の ?4 l f . H i T 7i i か/ポから同X - ゆか- H 受ける级合の < f i立金。

パラは， f f iをを' パラナW5入 t る 合 c o « i立金， . '

(5》H . 1M よ' 、一ドウインタ " - め ,)V;プロティン含イ !- W :ぼ 入 時 の 立 金 。 ’ 

(6》. F \ A . Q ( i , オーストラリア ^ ? :ド . 八 . <3小あ « | 人》‘¥ め猜立金。 '

. (7》パ ‘ 41よ，. トバ虞がソトあの肋人せ‘̂ の ^ ^ 立金。，，

(8 )  H .  W I 1 , ノ、• " ■ ド ， ウ イ ン 夕 ー 小 を を I.る入するナガ ; * f r の め 立 念 4 

(0 ) 以 上 の 方 成 に よ っ て 4 2 尔 度 か ら 4 が N i £ i でも& M 2 0 ほ 【リ め {か、:r ( / パ -T : i i さ れ た 。 

m )  会 位 f iぱ m じ も と づ く .  •

m ( m )

. _____

r三田学会雑誌 j 67卷 10号 (1974年lb月)

たことは集中促進作用をもったが，に!パ、業者は一定の生産実績をもつかぎりで爱の割当は保証され 

その存続が制度的fc保護された。運賃政府負担の「事務所梓J の存続も中小を保護した。大手は生

産拡大，シェア拡大，集中を有利にする-家の統制撤廃を決定的に要求する'まではいかなかった。

. . 、 ■

3. 集中蓮動の具体的形熊

(a) 「合併 ♦ 吸収J は昭和33年10月に表の売却辟の転用• 譲渡，同企業内工場間での実移転容 

認とともに行なわれるようになる。工場新設，増設のため，原麦買受実續をもつ既存企業を譲渡• 

合併することがみられ，その端をしめす資料として , 公取の年次報告から3 社に関してひろって 

みたのが，表 5 である。

( b ) 昭和41年，製粉業はホ小企業近代化促進'法の指定業® となった。政府は粉価値上げを撤回さ 

せるたやに，大企f ミのシ：c アが7 割余の当業界を例外的に指定業糖としだのでもる6

基本f|-画にいう近代化促進の目的は「大企樂と中小企業の企業間格塞を解消しJ , 全体の生库性 

を向上させ, 経費上昇を败収して主食たる小麦粉値上げを抑え，同時に開放体制下の製粉業の国際 

競争力を強化することにあるとする。最大の特色は，業界近代化のため業界内で資金を積みチこて,

表 6 近代化積立金の内容

寡占と中小企業競争め理論構造 (n )

表 7 製粉工場数および日産設備能力 (；!レミ？み対比

2 0 ト：/ 未満 .20〜5 0 トン 50〜 m o トン 100〜 1 5 0ト 'ィ 150〜 2 0 0 トン 2 5 0ト ン 以 上 ， 31.
4 1 . 3 i 31 

A
4 6 . G. 16 
現め； B

A B A B A B A B A B A B

エ 场 数  

比 2れ ( ％ y  

W  城 

^ 偏 能 力  

比 m % )

. -  248

レ
1,381

4 ,4

.119

42.(5 ' 

A 4 8  

571 * 

1 .9 

A  810

59 

一12.3

1,754

5*6

17

5 .8  

A  29 

469 

1 .5  

A l ；285

84

17.5

6,058

17.9

50

17.2

A 3 4

3,509

11.7

A 2 .1 4 9

39

8 .1

4 * 576 

14 ；5

46 

15.8 

@  7 

5 ,485 

J8 .3  

® 9 0 9

12

2 .5

1,930

G.1

14

■ 2*343 . 

7 .8  

@ 4 1 3

38

16,287

51 .5

40

13*8

© 2

17,642

58 .8

@ 1 ,3 5 5

4S0 

lo o '. 6

31,58G

100*0

28G 

100.0 
194 

— 40 .496  
30*019 

‘ 100,0  
A i  ,667 
一5 * 25? .̂

* 、
------

A 4 .2 4 4  K> '④  2 ,677  トン

r i i  m  J i  n  金
ホ l?LT：> ii【4 訳

工 場 数  

m 力

107
697

35 
. 1,043

24
1,491 '

4
449 .

■ 0 
0

0
0

170
3 .680  \；>

m  ■ 上

f t：, 業 数

企 業 数  

能 力

107
679

35 
1 ,043 .

23
1.489 ‘

3
344 1も

169
3*712

ih 1 ) エ 場 の 数 の i-ホには，本 iti破 に よ る 对 躲 ；rtYお め 他 ， 企 紫 偶 人 か 制 度 を f 加 し な い で ，鹿第し た 名 -,ま た  

は制は : にあてはまらないイパホおよび能力異 jWパこよる数を ;をれ,;^している 。 .

2 ) 能 ：IJの ゆ 減 に は ， y g :を企 -身 ミ の 他 能 力 の 設 と 袖 ' k こより ;;巧オしている。 © 加 ， A 減 少  

f i5l-/r ( 財 ）製 粉 振 興 会 「，製粉れm i j  No.55 Il?i4(3年 ' 7 / j 2 0 U より。

. 1 . 近 代 化 問 係

ラ力 ( 4 1 . 7 . 1 〜 46. 6 .30 まで〉

件  数 i V j 成 企 ：

① 斬 設 ;r. m

i2 > ® 海 共 M i：5物サイロ 

' ③ ト 现 化 施 設 の 入  

⑩ fだ m  1 1 舞 <!?
【'■14.1.…〜‘15. 9 fi の !》i l_： || 

fill ;V'を i f * i o  た </>-で，.ニ ■! I

© 公  队 !l： Mi lit

5 f-i'  ̂ 9 5 0 tり（JOi：：クラブ、3 .350いクラス23

6 ( i s  9C.980t 3 n.-》

250 ft-

169 :■'.場 * 3 ,680 t IM . !- )

i h した -!>力じけねy i ) v p ) と'して, ，rよm m h  

，こ.1̂  :ぃt し U  ふのは ! XMj  ZA m n  , 208,^100

2 U i - n  )

48.485  "

- 75*285 // 

821,472 //

1 リキ0>/1 リク）

530T-P1

計 965,525 T-1 *J

- 元 化 M 係

自主的な業斤高度化を実施するべく， • ， 表8 助成金交付状況

「製粉振興会J が設立され，近代化 

助成事業が行なわれたことである。

この資金は，原料小麦購入にあた 

り--定の拠出金ぽ 6 ) 0 かたちで積，

みたてられ，その拠出*積立金相当 

分を十分配慮して麦の売渡し価格は 

きめられ.ている。製粉企業め支出額 

は変らない。 しかもこの近代化積i ：

金の製粉振興会への払込み領収書を 

添えてよじめてj i 麦の売渡がなされ 

る。この方式は実質的に「食管会計J 

による「近代化J である。 ‘ - 

近代化助成事業は，適正生産方式 

の工場新設，臨海共同サイロ建設, 合理化施設導入，處業; ! :場助成 • 見舞金交付等で，あるが,この 

最後の處業促進が中心のねらいであることは44年に特別廃業奨励金が出されたことでもわかるであ 

るう。近促による人為的政策的な市場構造め変化とし て , 48 0工場のうち169工 場 （35%強),生産 

能力の5 %德度の消減がみられた（表7 , 表8 ) 。 ,

近代化政策によつて, 競♦ 的周辺の舞は一走® 度に断ちちぢめられた。周辺は政策的に再編成さ 

れ，一定め精鋭^ 周0 陣が殘つたととになり，いま核と周辺りりかた‘の新しい段階に入りている 

といえる。それは核と周辺の競争から協御への再編成過粒でもある。

— 1 6 5 C 0 7 J ) —

. ^  g | '(4 6 .  6 .3 0 日まで）

① 体 n  1ル 係

② 兆 Ri] サ イ ロ

24 368 ,170千ドJ 

1 0 1 * 3 9 1 ,， 

469*561 /'

合 計 l,435,086-T-iM

' 出 所 0 け ）5 ；! 粉 振 W 会 •■をゆ ：H f < R L j  N o i S S  4 6 # 7 月 2 0 日 よ . り 。

' 注 ‘ ■舞 企 ( i » 英 辕 割 と し て J l i 績 { ■ ン 当 1)  1 . 6 0 0 円 ， 能 力 '別 と し そ 故 愉 能 力 '

… ト ン S i . > n 0 7 / R で こ れ に 特 別 奨 励 金 か 加 な さ れ た 。

■'よ’yタノね
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F 核と周辺め競争局面
. . . . .  ■ ' . . :

1 . 販売経路と価格塞 ■ '

( a )昭和27年 「買取加工制J 移行後，製粉企業は独自に販売網をもち，破売力ちっけなけれぱな 

ちなくなった。キメ手は，有力問屋を自己りr特約店」等の形で組織することにもったぃ日清ほ敝 

前からの取引問屋などの有力筋をいち早くおさえた。日粉は三弁物産， 日東は羡商IT (総代理店） 

.の開係が強いン中墜•中小ともおおむね問屋:.商社を通レていをがr 中小製粉のかかえる特約店^  

偶屋ぱ大手のそれにくらべ劣、り，ここに大手と中小の競争力の差がある。'

昭和42年の調查によると，業界全体で,• I t売I I .5 % ,問屋経由8 5 % ,製粉会社相互取引3. 5 % で 

あり , 問屋経由85%のうも30%程度が商ま极いとみb れる。中小製粉の方が塊方市場性を反映して 

n t売J め比率が高い。

( b ) 激しぃ販売鏡争, 販売力の差をぁらゎすものとして，工場規谱別の販売価格善をみると, ®  

大工場はいずれも高値で売れヤいる，②100〜2 0 0トンクラスで相対的安値がうかがえる，③めん用 

粉では大と小の価格差は小さい，⑧菜子用特等粉での大小倾格差が最大である。 とくに◎の点につ

いてはrこれまで余力無かったパン用服売シ：nアの拡大に無理L ている」「販売競争に原因があるJ
' ， • '

といった指摘がある。喊売競，の実態はどうか。
，. ! , 、

，. 園 ，' ，. - . . ， ，， ■■ '

.. ' , ' . .

2. 「安売リ饒争J , ' ■

. ： 服売競争の英態はおおよそつぎのようである。①大手製粉は全国各県の最有力問屋を特約店とレ 

た販売網をもち，②販売計画のもと月一 定̂ノルマをそれら特約店に課している。③中小製粉が入 

りこむ余地，手段としては，問屋マージン増額,サイト長期化などである ◊ ④メーカーが偏在在庫 

, 整理のためその銘柄品の安売りをわずかでもすると針小棒大に業界に伝わる。⑤ 1̂1.分の納入先がこ 

■ うして侵略された企業は直ちにこれに応戦するべく同様に価格を下げ，サイトを長くするなどの対 

抗手段をとる。⑥スポツト的安売りは中小製粉だけでなく，大手メーカ-■でもりえる 0 ⑦さらに 

かなり広く行なわれている商慣習としてのユーザー，リベート制（従量制が多い）.が競争手段となる。 

⑧かくてゆんのわずかの量の安売りが全体の価格引下げ，サイト延長となって後タまや影響をおよ 

ぱし， しかもこのような事態がくりかえし惹起される。 ■

結局，全国に24,000軒るといわれる小爱粉使用業者に対応する製粉企業が,'低成長,相対的過 

剩能力のもとではげしく拡販続命をするため，市場は買f 市場となり，またメーカ‘-(一間摩):-ユ 

一ザ一の系列化がすでにできあがっていを状態であるだけに，このような安売競争が展開するとい

えよラ'。 ' ■ . . . , . ’； ' .
■ ' . . り ， . . ， .

—  156(972)—  '

寡 占 と 中 小 企 業 競 ホ の 理 論 構 造 ( H )  

表 9 企 業 規 模 別 用 途 別 生 産 量 の 推 移

1

年

度

パ ン '粉 め ん ‘用 ね 莱 子 ；» 粉 .総 .，' : fih
座S  ‘ 構成比 ‘ 

企業想'摸 軸 1本 
< a i i能力》 \ \

生 航 t 描成 41⑩ 生座M *滅 生 敲 構 成 4碑対 m t t  f躺 4柳

46

大乎4 社，.計

大手4社以外100トン以上企業計 

100トン未满企ま計 

全 国 f t
. 結;計にたいする構成比

753 68 10.9 
314 28 35,9 
38 4 一49.3 

IflOS 100 12.2 
( 3 4 . 7 ) ；

672 57 一 4 ‘ 1 
432 37 37.1 
76 C -56 .1  

1,180 100 -  0.8 
《37.1〉.

319 69 6.3 
124 27 17.0 

17 .4 -6 0 .5  
460 100 2.4 

(14.5)

2,133 67 10.5 
904 28 '22.5 

, 1 5 2  5 —53*5 
3*182 100 6.2 

(100.0)

41
: k ^ 4 i t  s t  ' 
大ホ4社以外100トン以上企業St" 
100トン未満企業-好 

全 国 計

. 綠If•にたいする橋成比

36ギ 
対比 

679 69 30.8 
231 23 50.0 
75 8 11*9 

985 100 33.1 
( 3 2 . 9 ) 一

3傅  
'对比 

701 59 23.9 
315 26 42.5 

. 173 15 -1 0 .4  
1,189 100 21.3 

(39.7)

36年 
. 対比 

300 67 ■ 33*3 
106 23 68.2 
43 10 2.4 

449 ; 10O 34.3 
(15.0)

3碑  
対 比 ： 

1,930 64 32.8 
738 25 49.7 ' 
327 11 一  3.5 

2,995 100 30.5 
(100.0)

36

大手4 社 I f
大手411以外1Mトン以上全業計 

100トン未满企業計 

全国，針 . '
計にたいする構成比

519 7 0 . — 
154 21 * -  
67 9 一 ，， 

740 100 ー 

(32.2)

566 57 — 
221 23 一 

193 20 一 . 

980 100 一'.'. 
(42.7)

225 67 — 
67 20 -  
42 13 一 

334 100 -  
(14.6)

1,453 63 一 . 
493 22 -  
339 15 - ； 

2.295 100 一  

(100.0)
W i *^9 池 ル :/  J 丄 场 T T ど ふ 、 t / ,  H I 座 重 の 称 r n こ は 工 業 7 f l ，家 展 f f l  ‘ そ の 他 用 か ふ く ま れ る ，

出 所 ^^糧 庁 『製粉エ場および飼轉小麦加^ 専門エ壤実糖調査」各年版ももと{こ算出。 ‘ .

• . ' . • .
- ■ ： ■ ‘ . . ' .‘， ■ '

3 .  r 系列化J と 「ザラ場_1

( a ) 小 麦 粉 は バ ン • め ん . 葉 子 の 三 用 途 で 8 6 % も 占 め る 。 表 9 は 工 場 （金 業 ) 規 模 別 の 用 途 別 生 .

産量構成比の変化をみたものやある。めん用粉の相対的停滞，バン用粉の着実な仲びがうかがわれ
‘ . . . - -  ,

る。四大製粉はパン，菜子用に確固たる地位を保持し，めん用では中小がなお強い。パン用でも中， 

金業がわずかずつ地位を向上させているめは，この層のレ ツ̂用販売シ >̂1ア拡大に無理tているJ 

というさきの指摘に通!:る。 ，

W 各用途の需要家, つまり小麦粉二次加工業者の側の変化，生産集中，大型化の進行，これへ 

の製粉企業の対応としての「系列化」が，大手と中小のM 売鏡争の最も重要な問題となる。.①二次加 

工業者が工場大̂型化，生産拡大をめざすぱあい（パンが典型)， 必耍資金を製粉メ カーや問屋に貧 

担してもらうことが多かった。あるいは,，この負担をひきうけてくれる(融資, 融資韓旋, 資本参加） 

製粉企業に加工業者は鞍替えする。②製粉メ一力一！H体それほ;どの資本ガ•信用供与力はなく，C 

とに大商社が介入する場面が生じる。大商社はこの加工!^者への融資等とひきかえ自社の特約. 

開係の大手製粉の製品を納入させる。ツCれだけでなく，即廣ラーメンのように,その二次加工製品 

の版売をも担当するようになる。③との「系列化J は大きV中壁までの製粉メ一力— こついて活発： 

であり，競争，拔服の，段となった。 ‘ ■

「系列化」め実態を’半!J断する材料として，バン業界にかぎり，粉の仕入関係と,’太艘粉によるパン 

金業の持株関係で作った概括表が表10である。大手の系列化はバンにかぎらず/ 菜子ほもとよ*)；

— 一'一 1 5 7  (  973 )  一一
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近弹はホ小の地盤ともいうべき各種「めんJ の 表 1 0 主要製粉企業と大手パン製造企業との系列関係

分野へめ進出も目立っている。

(0) r核と周辺J 9 販売市場での競争は，こ

うして一*種の競争上の差別化の方向に傾斜して 

いるといえる。すなわち，大手製粉は，大手製 

パン . 製菜, さらに大手製めん（即席ラーメン）

などの系列的取引関係を作りあげており，量，

価格, 品質の-要件をふくめ，中小が入りこむ余 

地はない0 大手はなおも中小の分®，に入りこむ 

ことができる。核と周辺の'競争は-^、方通行的 

に,：断層，,，断絶化している。

兩者の鶴# が入り乱れて展開する場が， 「ザ 

9 場」である。大手同士，大手と中小，巾小同 

士の激しい競争でり，これはk、まだ系列化の 

確定していない概して小口の分野，地域で典型 

的に行なわれる。絶えざる饒争の嵐であり，製 

粉業の多数企業競争性の現象形態である。

以上がほぽ高度経済成長期を通じて展開した 

「核J と 「周辺」の競争の主要局面であり，傾 

向としての「競争上の亀裂」 （competitive cleavage)を確認することができる。 . ,

( d ) 小麦粉需要の伸びの停滞 . 低成長のなかで，各製粉企業の経営努力は経営多角化の方向にむ 

けられてきた。 '

四大與粉のうち，昭和はもともと製粉の比重は小さく，油脂, とくに飼料に力を入れてきている。 

日粉，日柬はいまだ製粉の比重が大きい（80%程-度)。 日清は製粉の最大大手としての地位を保ち高 

めっっ製粉の比重を徐々に低め（昭39« 6 7 . 4 9 . 0 % ) ,飼料の比重をi ■、速に高めている。，中 

堅 ，中小はそれぞれ経営多角化努力にもかかわらず，概して製粉の比重は大きい。多角化は,別会 

，社 ，子会社の企業集団レベルでみなけれぱならないが, 昭和を別として, 総合的な企業統合ないし: 

多角化 * 系列化ぶ通して，製粉業自体’の市場構造に大きな彫響力をもっとIeIされるのれ,日清數粉 

をおいてないようである。多角化においても, 核と周辺との突質的格差はか)̂ぶ! )大きい。

こうして，相当のm 他をふくみながら, 競争の差別化と傘聊格差の確定のなかで,核と肩巧 

の饒争筒® は, 協劍性の土台を生み出してい.るといえる。

注 . ① 0 印は取引明係のあることを示す。
◎ 毅粉企業による株式保有を示す。
© 桃式相？i 保おを示す。

②パン工業会加盟大手ハジ企紫（除H)大パン企* ) と，製份 
企紫の閲係は，47キ:現在の関係をホす。

;1'«所 「お1®証芬報告書總览J r?3年 . パン紫界名燈J 
昭47{fレ■?ンニュー;<社，日刊経め通信社*"酒類愈品座業の生 
鹿 . 販充社シュアJ より作成。
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I

. 寡 占 と 中 小 企 業 競 ■ftの 理 論 構 造 （n )
, '•

• •

V 核と周辺の齒調筒面

1. 協調と分裂 ‘

(a) ニ 極 集 中 ， 核 と 周 辺 と い う 構 造 的 特 徴 を も っ 製 粉 業 は , 一 ^ 方 で な ぉ 激 し い 競 争 を 展 開 し な が  

ら， 墓 調 と し て は 核 の イ ニ シ ア チ イ プ の も と で の 業 界 安 定 化 , 協 調 行 動 を し め し て い る 。 だ が こ の  

協 調 は 絶 え ざ る 分 裂 を と も な い ， い く た び か の 業 界 の 混 乱 を 生 ん だ 。

協調行動め々ちもっとi l l # と思われる価格協調筒S は, 「部分寡占プライス，リ•一ダーシップj  

として, 次節でまとめて吉察する。 ’

こ こ で は 業 界 の 協 調 の 基 盤 と も い う べ き 諸 点 を と り あ げ る 。 あ ら か じ め 総 括 す れ ば ， 製 粉 業 界 は ， 

方 向 と し て ,：鏡 争 的 周 S が --定 の ポ 場 地 位 に 垂 J じ こ め ら れ て い く 過 程 で , 協 調 側 面 が 強 ぐ な り , 特  

異 な 宴 占 産 業 と し て 成 熟 し つ つ あ る と い え る 。

(b)核と周辺め利害が基本的に一致する間題は，原料小爱の統制とその政府売渡価格である。と 

くに後者の麦価については，その引下げ要求（国際制格より売渡価格が高い時期）として一貫した共同

：# 調がとられた。統制そのものにろいても，まの自由化の請!譲が盛んな時期があったが,業界全体
‘ . . . . .  . . . . . ,， . -

と し て 横 極 的 に 統 制 撤 廃 を 要 求 す る こ と は な か っ た 。 そ の か ぎ り で , 核 . 周 辺 と も ，'統 制 と い う 舟

のうえにある。 しかし，統制一般には賛成で、あるが，より具体的な割当量，.割当方式については， 

核と周辺は分裂する。

実績割と能力割については, 拡大を期す大手‘中墜はゥとに実辕割一本化を主張し実現させてい

ったが，中小は能力割に画執する。中小は，実績がある時湖に落ちても能力（生産設備）をもってい

るかぎりで原料麦の割当をえる「既得特権J を保持したい。本庁無，事務所枠,つまり原麦運賃資

担についても，ネ手はつとにをの自己負担やむなしとする力';,立地上の問題もあって中小はその政

府負担を引き延ばした。これらの割当方武故更をめぐる中小業者の「危後惑J がかれらの結束を生 

んでいく。 ，.’ ，，

原麦の割当総量についても評価が分裂する。嫉大を期し販売に自信をもっ大手は政府の原き売却 

梓拡大を期待する。中小は「業界不安定の原因は過大な割当総量あるJ . として, 売却粋0 適正化, 

中小の原料.(内麦）取得優先を要求する。

( e ) 業界の協調行動と.して, ある意味で最大の成果をあげたのは,先にみた中小企業近代化他進 

法の適用，他の中小企業業髓でも殆んど例のない「廃業見舞金J による小零細企業の大量满汰であ 

る。 /'取大の成果J とは，企業の中身はともあれ，数のうえで4 制もの企業を人為的に消滅させた 

ポy m 明確に把握できるものだからである。現实の，また潜在的なポ場携乱勢力である限界的/?辺 

企業群を政策的に整理することについて,核も周辺も完全に協力し統制ニお管制度がそれを成功

-— 159 ((5 7 5 ) 一一 -  '
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させた^

2. グループ別行動，業界団体組織 ，

核と周辺の協調*分裂の行動はおおむね各グループ別の行動となっている。- '

( a )製粉協会核および周辺A を代表するものと措定できる。!淡前からの系譜はとにかく，昭和 

22年当時なりの大型製粉205社を会員として組織され, 28年に現在の製粉協会に再組織,会鼻数ほ 

減少した。昭和41年現在会員数，52社, 84工場で，その日jt設備能力のシ:Cアは70% , 原料小麦買 

受実績シェアは8 7 %といわれた。最近時点での会負数37社, 四大製粉を頂点に，中堅と目ざれる製 

粉企業がメンバ'-である。会の主たる活動は原麦割当の調整，官庁との連絡にあり，「麦0 体re$> 

る。そのかぎり大手四社とそれ以外のメンバーは結東している力’Y 内部的にはこの両者の•'分裂」 

を舍んでいる。四社以外のグループはIT粉交友会と称する集まりをもち毎月一同懇談▲を行ない， 

大手四社とも毎月，製粉有志懇談会をもってきたが，大手以外のグループほ,やはり独まに活動し 

ていく必要をみとめ，製粉協会のなかにありながらも, 昭和45年, 協同組合全国製粉:！:業会を発足

させている。 ■

(b )協同組合全国製粉協議会。戦時統制以来の系譜をもつ中小製粉の団体であり，周® B を代表 

するものと猎定する。それまでの全S 製粉協同組合連合会が, 昭和36年に現組織となった契機は,

ま売却が「本庁梓J に逐次改訂されたこと力中小製粉の存立にとって重大な危機として意識され 

たこと力, 反対運動辱開のため企業単独加盟の協議会となる。以後，中小製粉の利盆擁護めために 

活動をかさね，設立時5◎全業，昭和41年 162企業が最高で，その# の.*■廃業J な，どでへり，現在84 

企業が会員である。この組織も主に麦割当の窓口として機能し，それを適して中小製粉の利益擁護 

をはかる「ま団伴」である。経営安定策の推進という方針のなかに, 売却枠適正化，内麦優先取得， 

過当競争排除, 粉価安定、-麦価引卞げ，中小製粉.に対する中傷宣伝の挑除，輸出対策,労務管理 

の協調，などがある。全粉協ほ部では原表を融通しあえる。製粉協会メンバーの中堅企業が原麦を 

求めて当団体への加盟を希望したが拒絶されている。 "/'■：,

なお，全粉協にも加盟していない零糊業者のアウトサイダーが存在ずる。 ：

( C )財団法人製粉振興会。41年近促適用を機に與粉企業近代化協議会が設* され,近代化基金の 

積立のために当振與会となった。そのま:業は，近代化促進，とくには廃業見舞金交付にあり,.その 

はか粉お參及，技術 •経営改善, 調查研究である。，これはrま[35体J ではなく，近代化をめぐる業

界調盤01体である。 ’ , • ； , ■

, . ■ . . . ' . . ン‘. . . . . . ： .，' . . >
: .， "

以上の，分裂をふく1：̂協卿2^盤のもと，対立をふくむ個训企藥および業界団体の行動とレて/

广部分数古プライス，リ~ ダ~ シップ•！が現象する<

^ か
をな※ 持戈が.ヴュなふで3=5:が々- . ◎ ' { ☆ びや■びぶXを,ミをぐぜ&

■ * 1
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寡占と中小金 1業競争め理論構造(II).

，' '， .. - .., . f :，- , ： ,

部分* 占プライス• リーダ…ンップの態様
. . ■  . . ' ，， . . ■ ■ ■ _ ， ，， .

• • . . .  ' -

1 , 核と周边の価格‘生ま,の決定

(a) ニ極集中の核と周a という市場構造において，南者の価格*生産量決定の均衡解は，いわゆ

る支配企業プライズ，リーダーシップの説明方法を変形することによってえられる。 なわち部分

寡占内部の強固.な捧詢，結束をとりあえず前提とじて，この部分寡占グループを単-^の支配企業で

代表させる。残りの周辺: 群を--括して考える。兩グループには--定の平均費用水準の差があり,
*

当然支配企ま(裳占金業グノープ）のそれは低い水準にあるとする。 また均衡解であるかぎりで,価 

格水準は同一でなけれぱならない。このモデルにはいろいろな説明の仕方があるが，ここではもっ 

とも単純な図を利用する。 .

(b)園4 で, D ' D は輯市場需要曲線，S' Sは鏡#•的周辺全体の供給曲線（各周辺金業の限界費用曲 

線の総和）である。

価格OS'では周辺企業は供給不可能，また価格0 G では周辺群がすべてを供給することになる6

現実には価格はOg /と0 G との間で設定され，周辺群の供給量もそれに応じて規定されるであろう。

したがって支配企業め有効需要(111線ほ, 各所与の倾格水準で, te需要から競争的周辺群による供給 

量を引いた. G B D の屈折曲線となる„

支配企業はに応じて限界収入曲線M R がえられる。これと限界費用曲線M C との交点での産
gt .  r \ ~ \ r  . ， * ' • »  ^  i  ‘ ‘  ニ ‘ - - ■ニ.

出量0 X , またそれに応じた価格X Z  (0Xま出 

量とC Bとの交点)ニ0 P で利潤極大化を実現でき

る。 ' ' '

支配企業による0X, 0 P の決定の結果,周 

辺企業群の直谊[する需要曲線は， この俩格0P  

で無服に弾力的な水平線(PTZAP.となると考え 

られる。これと肩辺群の供給曲線S'Sとの交点 

をT とすると, P T が周雄降の供fe量't!'ある。

ただL , 支SE企業による供絵量がO X = P Z  

と決定されており，しかも価格0 P で総市場需 

給が均衡しているかぎり，P為からP Z をひい
,■ I

た残りのZ A が周辺靜に残された供給量のはず 

であり，さきのF T はZ A に等しいはずやもる。

こうして支配企業は制格0 P を決定し,，その

因 4 支配企業プライス  

もとて*の均衡

リーグ一シップ.の

ま/t i ；
F, M. Scherer, Industrial Markot Structure 
and Economld Performance, 1970* p. 165.
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寡古と中小全業鏡争の理識構造(n )

伺調しない周な企業が生じ,‘ とくには周辺内部の (ぱもぃによっては檢をも含めた業界全体り）混乱が

生:じるであろう。ここにふすこたび, 早晚業界の安定化*協調政策が必要,となるでろう。、

製粉業に関しては，この最後の場面力Vもっとももてはまると思われる。製粉業では,生産性向上

の.余地が相対的に小ざいこともあって，諸経費昂騰のもと, 粉M値上げニ粉価改訂が速鎖劇のよぅ 

C：展開しズきたのである。、

■ . . ；■ .
2 . 粉価改|7劇の熊様

図5 は粉価と粉価改訂の足どりをみたもので、ある。値上げ記事は新聞，業界紙等をたんねんに繰 

ったものである。この改訂連鎮劇のあらすじをみる。

(a)昭和35, 36年の値上げは, 日清を口火旬り役にし/ギがら, 農禅，経金庁長官の要請によって

1力月なちずして撤回してい,る。38年 8 月I2日，日粉を口火切りとする1袋30円値上げに各社追随，
♦ ■ ■ . . . .

， 功 し た 。： ： .：

(b) 40年末から41年はじめにかけての改訂劇はいささか複雑である。40年11月下旬，中小製粉の 

g 体でをる.金粉協が, I 2月.上旬よりの1 袋35円値上げを発表した。大手はすぐにはこれに追随せす\

翌1月30日なって日粉が25円値上げを* 2 月 1 日に日清，日東が同額の値上げ.追随を発表する、
；' ■  ■■ ‘ ■ - : . .  - '- ■ ■ . ■ ■ ■ ' -  

ち ょ う ど 佐 藤 首 相 が f f l会 で 物 価 安 定 優

先を強調したぱかりであり，藤山経企

庁 長 官 の 強 い 要 請 で 2 月 2 日 値 上 げ 撒

回，失敗におわる。ここでの特色は，

①中小が値上げのロ火を切ったのに2 

力月もおくれて大手が値上げに踏み切 

っすこので中小の不信感が高まったこと，

② 撤 回 へ の 代 償 : と し て ， さ き に み た  

*■中 小 金 業 近 代 化 促 進 法 」 の 当 業 界 へ

，の例外的な適用指定となろたことであ 

る。 . . ；

(«) 43年の値上げは成功した。 7 月， 

東京製粉が1 袋50円値，上げをISぎ。 ,8  

月20日，日清が平均2 .5 % の値上げ.を 

発-あ 21日に日粉と日東が, .2 3日に昭 

和が随した。 日清の値上げ班由は' ?  

ぎ?)諸在であらた。①粉まは38年以降

図 5 小麦权製粉工場販売価格

1300

乂1袋 22kg単位)  >  ( 1 袋 25kg単位）
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「H 田学会雑誌J 67卷10号 （19ね年10月）

供給量0 X ニP Z を決め，周辺群はZ A ニP T を供給^し 市 場 は P A の需要供給力均御する。,
. (

( C ) この解は，①支配金業 }キ自已ウニ定の需要，ま用関数のもとで利潤極大化を追求する，②支 

配企業は周辺群の供給関数ならびに l i 己の需要 • 費用関数を測定できる，という前提にたっている。 

当然ますここの議論で、は，両者同一価格とするかぎりで，全く.,同貧的製品が前提となっており,周辺 

群は支配企学の設定する価格を所与と .して，その想期限界費用み: ;価格に等，しくなるまセ産出量を掀 

大するものとレてん、る。：、 、 、 ‘ ， 、 ‘ ' ' S

.なお因/デされてはいないが , 支配.企業の平均費用曲線は2 ；x を右下がりによぎっているほ'ずで , .  

その交点とZ : との長さが支配企業の製品r 単位当りの超過禾IJ'潤，- ネれにりX ぶかけだもの力V あの 

総超過利潤となる。 ン  ： ■

( d ) さ こ こ で , 支 配 :企 業 プ ラ イ ス ，? リ 一 ダ ー シ ッ プ の .ネ デ ル の え 、ぎ り で i 核 ♦ 周 の 分 裂

• • . . ■

可能性につ い て 檢討しておく。 ぃ. . . ：-’に-:.;ヤ

①周辺が核の決定する価格水準より高い価格で販売する可能性はない。も'しそラ，.すれぱ̂,肩辺 

は市場を失い， 殺行為となる。 ‘  ̂ ’

② 周 辺 が 核 の 決 定 す る 価 格 水 準 よ り 低 い 価 格 で 販 売 す る 可 能 性 は 十 分 に あ る 。 こ め ば あ い ， 周 

.辺 の 低 価 格 政 策 が た だ ち に 周 辺 の 販 売 シ ュ ア を 拡 大 す る も の で あ れ ぱ ， 核 は た だ ち に 報 復 措 置 を と

り , 周 5 2 の 生 産 費 ，直 接 費 水 準 以 下 に 価 格 を さ げ て , 肩 辺 を 駆 遂 す る と と も 可 能 で あ る 。 周 辺 （な 

ぃ し 弱 小 ) 企 業 は 支 配 企 業 （な い し 寡 占 企 業 グ ル ー プ ） の 種 々 の 破 壊 的 対 抗 手 段 を お そ れ て ,支 配 企 業  

.の 価 格 決 定 に 追 随 す る め ヵ 谱 通 で ろ う 。 .

③ ま た ，すでに核ど周辺め市填シェアが確定しており，その精果ぃ一種叙品塞別化ないし市 

場におけ•る両者の鏡争上に•亀裂が生C ているぱあい, 核は，肩辺のfe価格政策が，核 ，周辺めシi 

ア再分配が起こりえないかぎりで，それを黙認ずるかもしれない。このぱあいは，周辺金業群内部 

でのはげしい値下げ競争が必然化する。支配企業の設定する価格水準セもr正常利翻：f.，:しか;:えられ 

ない周辺企業であるから，このような破壊的価格引下げ饒争は自毅行為となる。結局',辺企業群 

内部で一*種の協調性が生まれ, 支配企業の価格設定に迫ftすることが得策となろう。 ：

④市場停滞ないし不況期には,周辺企業は価格引下げによって最大能力水準でめ生産維持をは 

かろうとするため，この価格引下げには支ffi企 寒 （寡占企業グループ）も追随する傾向が生じる。’ - - .  

時的不況ならともか< , A 期的な需要停滞ないし低成長のばあぃ, 核.顧辺の価格引下げ饒争は業 

界全体の経営恶化をまねくので, むしろ核のイニシアティプりもとでの# i格弓] げが.早晚要求され， 

核と周辺の協調が強まるであろう。 ： ， い : . : ，： 'パ . ： ， ,

» r

⑤ 市 場 が 停 滞 気 味 で ， 力、つ 生 産 費 （諸 経 費 ) が 昇 騰 す る よ う な 秋 態 '^、ほ , ：；??1辺 が と く に 価 格 弓 i上 

げ の 必 要 に せ t ら れ ， し か も 価 格 引 上 げ の イ ニ シ ア デ ィ プ は 廣 辺 が も る こ -ぶ は で -き ず , : 核 の リ ダ

- シツ力 ?期待# れるセあろ5 . とのぱあい, 周迈全部の協性を欠くな，ら ぱ ,そ め 引 上 げ に
. .ン.1. ‘ .. . . ■ . . . . .  ■ ■
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「三B 学会雑誌J 67卷10号 (1974年10月)

庚質的に据置かれてきた，②加工•流通経費の増大を企業努力で吸収できる限界にきプこ，③政府に- 

麦価弓I下けを耍望したが， 1 月に前年にひきつづ、、て上げられた》 ④小麦紛消費ゆ41年以来停滞し 

ており，販売増による赤字吸収は不可能である。 ， ‘

こ，め' ときの値上げにたいする実需家，卸業者の反応は判味深い。値上げをするなら，大手，中小 

力' ;足並みをそろえるべきだという要望で，業界紙につぎの記事がある。 「こまで何回かめ粉伽値 

上げに,' 『わが社は値上げいたしませんのでぜひこの際賞ってくれJ 1 というメーカーがいた。これ 

では® 粉会社は苦しいという理由にはならないし，実需者としても一方が逾上げされ，一̂方‘で、据置 

きでは企業格差がついてしまう。 0 和見的メーカーか存在は困る。 J

(d) 45年の値上げは成功したが, 値上げの表示が複雑になる  ̂ 7 月20日昭和が口火を切り, 翌日：

日粉，日東が，劝日日情が，その後各地め中小製粉が追随する。昭和のIfe表 は 「業務用-^袋平:^3 

% 強 （1袋40円）値上げ, だが，このなかicは卸の释費増加分は入れてない，というものである。

同じく業界紙に•つぎの記事がある。 「政治のぼ力も他省の介入もなく，さらに卸業者も自己め経-. 

費増嵩を同時確保に踏み切ったというところに，すべてが轉期的なことであった6 そめ陰にはおそ 

らく食邊庁の深^^理解があったればこそと思われるが, . 例年になく平い速度ヤ浸透しているのは,

卸には今回はメリットがあること, 中小製粉が始めてき剣に取り組んだということで，それだけ経：
• ' ■

営上造い込められたという'ことであろ.う。（傍点引用者,)'J . ,：■

( e ) 要点をまとめよう。 、 .

①改訂は政治の介入によって左右される。

② . 食糧庁の深い理解が必耍でを) る。 レ .

③根回しが十分セないと失敗する。

④業界筋の話を総合すると，日清が改訂に協調する力‘、どうかが最大の寒件せある。 ‘

⑤何度かの経験で改訂の演技が上達してきた。 1袋当りいくら, から，平均何％という方式,

卸経費增分は別とするなどである。 ■

⑥明らかに強ぃ暗黙の（？）諫解がありながら, 適宜に口火切り役をまえぃ短日間に追随発表- 

を行なう という， プライス，リダーシップの典型的演技を行なっている。 . :

⑦ 中 小 め 面 体 ，中處どころが口火を切っても大すが追随しなけれぱ失敗するレ  ’

⑧ 、わぱバロ メトリック，プえイスリ"ダ一となるのは実質的に四大製粉で、もる。

⑨ 粉 倾 改 釘 ，値上げは「建値」の改訂'̂ 、̂あって,現樊の収引価格が建値通りであるかどうかは

别問题でもる。 ’
■ ' .. - • ■ . . . -

⑩ 慨 1>てt f 上げ幅は小さいが,値上げの頻度は激しくなってきているレ '

( f )改訂後の実態は明確には把握できないが，改tr後数力月にして糖々の値くずれが生じるよう 

である。粉価の混乱r ついズ數粉，卸商•実き家から苦情カ^ ^ り, 業界のオtrユオン，リダーら‘

-一"■164(她 )）~— -

' ‘ 寡占と中小企業競争の理論構造（n)
■ " . _ . 一 '

がこの.調整にまわる。これを r 値じめJ といっている。 >

値じめと値上げは微妙な関係にある昭和44年 9 月のケースはその典型ガ、ある。日東は9 月 2 日， 

特約店にたいし値崩れしでいるメ一 力 '-卸価格を建値に引きよせると通告。値くずれは30"^40円で，

•.この段階で再値上げすることはニ次加エ品の値上げ>§̂招き，それが小麦粉製品の需fe不振に輪をか
, •. *

>けることが予想されるため，値上げではなく「値じめJ をえらんだ。翌日，日粉, 昭和が，ついで 

:日清が値じめに追随した。 ，

, ■ ■ . . . ■ . .‘

3 * 部分寡占プライス•リグーシップの帰結  ，

( a )粉価改訂劇にみる協調，反発.調整の態様は, とりもなおさず「核と周辺J による競争と協 

:調の現象形態といえを。しかも粉価改訂の成功は，まさにこの業界の協調局面の強化傾向をしめし 

ている。 ’， ■

， 製粉業は，麦価がぎめられており，低成長率,’低社加価値率，激しい鏡学，賈手市場性,生産性 

上昇の余地も相対的に乏しぃ状況にぁる。人件費，諸織の上昇から経営が悪化するみもゅきは, 

大，中小製粉に共通している。中小がとくに苦しい（高生産費）ことは明らかである：しかし中小， 

中堅が単独で値丄げすることは絶鐘的にむずかしい。大手が先導者となることが待望される。，

(b)値上げは必然的に業界の混乳を生む。し7̂、̂し一走の値上げによって限界企業は高まってきた 

平均費用をとりあえずカバーできる◊ 大手は相対的により有利に(超過利潤といわないまでも相対的な 

.高利潤の取得)企業経営をM 開できる。値上げの利益が両者に共通するかぎりで，協調は成功する； 

またそれなしには周辺ニP 界企業は存続できなくなる。 ’ *

(C)値1 げは大手の建値の引上げであり，中墜以下これに追随するが，激しい競争によって混乱 

が起こり「値じめJ 'が必耍となることをみた。これは強制的罰則規定をふくむ価格協定とはちがい, 

また少数の黨tij大企業のみからなる業界での「暗黙の協定J ともぢがっている。値上げをめぐる廣 

力な根まわし(镜耍家の就解, 官庁の深い理解, 業界請勢力間め誠j^)を前提とするかぎりで，業界の一 

種の協定でほある力';,核と多数の競争的周辺め同時存在のため，確実な協定にならない。、 . , 

半面， 「値じめ丄によるにしろ混乱が治まるようになってきたことは，共痛の利益にたいするI自 
覚が藥界に高まってきたととを意味レ「暗然(？）の協定J が実効をホ)げつつあるといえる。:この

ようなかたちでのプライス* リ一ダーシップ•値上げは， 『協定J の証.拠がつかめず, 独pit禁止法
- . , . : ..-■

.逾反とすることは現状ではむずかしい。 ， V

ただし,,すでに古く昭翁31年 8 月？日，公正取引委員会は四太製粉にだいし♦ 同年3 月から4 月 

fcかけて爽施しだ小ま粉め建ft引上げを独禁法に違反しているとして警告書を彼した事樊がある。

( d ) ことで, 製粉業のプライス • リ一ダ…シツプめま爐と, さきの，「モデル」と☆对比してみれ
， ， ！，:， .

ぱゥぎの諸点が指摘力きよう◊ ①铺要の伽格弾力性は小である，②原料が統制ガ同--銘柄同'Hilii格
. ， ニ • . ， • ，

.— 165、981)一一"



rさ旧学全雑誌J 67巻10号 Q974年10月） '

(運賃差はある)であり，各工場の生実績，能力も分かっているので, 各費用関数は, 経験的に'しち,. 

計測しやすい。③原料割当めで辕と周辺’のシュアは規定される。④核と周辺，およびそれぞれ 

の内部の格塞(費用格塞,.i 業* 格塞)’が；̂ # い。⑥小麦粉は本来同質的製品でありながら,とくに 

わ力おでk 有名’プ'き’ンドイ匕と販̂ .案列イ(：あどのため，一種の崖別化がはたらき，価格ビ 

★宇 .-中/]、で 差 力 て I、る こ と 肯 で き る 。これは振の設定' る価格水準に周ねが追随しなU  

ことを意味せず, むしろそれに密着した一定の伽格差をもって追随するものといえる。⑥需要のS  

原状態から，業界協調により引きあげられだ価格（建値）もたえざる混乱を生む。とくに周辺企業 

{を原麦割当のもとながら自己の生ま能力いっぱいの生庫:と販売量增大をめざすために，他をだしぬ、 

き# i格引卞げにほしる可能性は強い。’⑦近年の小零細大量淘汰の進行はいまだ両極の'^ぐ存傳制確立 

へめ途上にるととを示唆する。. ' '

( e ) 粉価改t J劇にみたプライス，リーダーシップ現象は，自然現象ではない。われわれが考察し 

てきた製粉業め市場構造のうちにおける* 核 と 周 辺 競 争 ，協調の集約的現象であり，両グル-プ 

なV、しその内部® 成企業による人為的な市場行動なのである。

しかしながら，さ:きの:ごとき相互依存的★ 場行勁についての証拠のみから, 先験的に「寡占的’殖 

過利潤J 策 の r成果J を推定することは誤まり'である。①需耍停滞，②多数の企集の競#■,③原麦 

(量 ‘ 価格) の統制による小麦粉価格のコントP*—ル, などのお因の相乗れ^用によって, 一• 面では： 

たしかに相互依存性を強めながらも, は ぼ 「競争的価格設定」とte利满が結果している。

反面，多数周辺企IIの存在と激しい競争に肤惑されで，大製粉,による寡占的市場支配の事実を見 

落してはならない。周辺は核の傘のもとにあり，'核の支配下に組み込まれているがゆえに南者の共 

蒋が成り立っている。統制制度は，結果的にしろ，この共存を支える土台となっていさといえる。

W 結 語

… . . ■  ： ‘ V . . . .  . . '...，

同一部門内における寡古と非蔑占の関係の典型である製粉業の考察から，チンタチイプに若干の‘ 

まとめをつけてみよう。それは, はじめにあげた，核と周辺の「平和共存j の理論にニ応、そってみ 

るめが適切と思われる。 ，’

( a )当然ながら企業の絶対数は，競争性と正比例, 協4 1性と逆比例の傾向にあ,る。大企業ぺの生 

鹿集中が，市場停滞= 低成長のもと'で進行すれば限界企業が淘汰される。製粉業では，統制のもと, 

正# な競争原理では限界的小常細工場の淘汰が突現しにくいため,近代化促進という大義名分によ 

っズ,.處業舞金による大量狗汰が行なわれた。これによる成果は,製粉業全休としての効率向上 

もさることながら, 核とめ共存休制め改築 ♦編成がぇ,..総体として黨占化にあった。

(b)傘に企集の大量淘汰によって企業数が減少しても，指導的キJ核が存をしなけれぱ業界の競♦

— 166(982) - 一™

• ■ 寡占と中小企業錄争の理構造(n )  ,

性と混舌しは排除されないシ上極の重いニ極集中型の製粉業で, 大手，核のシェァが70% 弱という事 

実は，十分Vこ'核がリ一 ダニとして業界を安定化させることができる素地をしめす。

(c)小麦粉のような同質的商品で, しかもはとんどが二次'加工用の中間財でるぱあい，製品差 

别化はほとんど生じない（現実には若千の問題があることはすでにみたんそこでほ特殊技術‘高度技術 

等による専門化の余地はない.(特殊粉製粉があるが，二次加工品の大量生邀(匕のもとでいまやネグリ'：?プル 

である)。このととは核，肩辺をふくめての轉争性をたかめる要罔である。逆にいえば，製品差別化 

の強い摩業での核と周辺のケースでみ,:おがった競争條面が間題となろ

(d)製粉業r おはる核一周辺の協調性の進展は, 市場需要の低成長性, 大手製粉を中核とすS 寡 

占体制擴立の享ぎがら本格的な参入がないこと，っまり「参入閉止」を一っめ背景としている。急 

激に成長している業種，また急速な大規模生産化の進行途上にある業種などでは,核と周辺といり

ても，それぞれの内部および両グループ間での辕争性がはるかに撒く作用するであろう。
' .

( e ) 製粉I I は原料麦の統制という特殊条件卞にf c る。それはどちらかといえぱ'周辺の保護に作用
、 , ' . へ . . . . . ，

する面が強かったが, 統制二食管のゆえに近代イヒニ大量淘汰は成功した。このような特殊条件のな 

い産業での核と周辺めありようは, より鮮5^に今日の寡占経濟体制の論理の貫傲となると思われる。

(f)最後に，J . S . ベインはプメリカ製粉業にぅいて,，相互依存的行！！;に関する明確な証抛のみ 

から先験的に何らかの成果を推測することはできないとしている。 ま’そ低位中とV、う構造から，

市場行動がどうあれ,競争的価格設足とf e 利潤が必然化する例としてあがている(J.S.Bain, IiKUTstrWl
■ • ' ■ - . . ■ ■ •

Orgr^ization,pp.347"^348';:.&fc,ペイン© 小企業簿存論については，つぎの論文が参考になる。.，"Survivfiil- 

Ability as a Test of Efficiency/'-American̂  Economie Review, 59 (Proceedings). May 1969, pp, 9 9〜104,)

• すこしかにわが国の製粉業でもこの侧商が結果的には指摘':t?きるが , t  くには原麦り統制（量.網
■%'  - •

格）による:小麦粉価格め ;3 シトロ" ルという:特殊要因は無視できない。 もちろん需耍停滞..身数企 

，業の韓争などはアメリカとも共通した要因ではもを。.：.’ バ ノ  ' ぃ . ' .  ̂

このような特殊要因のない摩業で， しかも核と周辺が密接な協調関係にあるばあいは,周辺をふ 

くみながらもより弹固な寡占産業としてあらわれる.であろう。.’

( g ) 製粉業を素材とした同一部門内の寡db"と非寡占の関係の検tEによって，，あたかもそれと反す
». . . . . . . .

るような諸現象をも多分にふくみながら，核と周辺，寡占核と中小企業のr平和共存」体制への進 

行を確認するととができる。

〔付記：) 参考文献は紙幅の関係から省略せざるをえない。さぎの拙稿，および位藤•伊藤論文の 

參考文献を参照された、;。 ,

加州バ ク レ ー に て , 1974年 : 学部教授)

. ，■ ，，..て. . . . . . ，... ..-.て. ニ. . ' . . . . . . . ‘..'..- ： •
. , . ■ . ■ • . ■ ■ . . . .  . ■ • ■
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